若者就労支援ネットワーク

発表内容記入シート

	団体名
	三重県自閉症・発達障害支援センター

	発表者
	　　　正木淑子


	1.　どういった団体なのか（団体の概要）

	平成１７年４月に施行された発達障害者支援法のもと、発達障害児（者）に対する支援を総合的におこなう三重県の拠点として、発達障害の本人・家族に対する総合的な相談支援をする。関係機関との連携で発達障害児（者）及びその家族の福祉の向上を図る事を目的とした国・県の事業を実施する部署



	2.　保有している資源（設備や人材、ノウハウ等、ハード・ソフト両面からご記入ください。）

	三重県立小児心療センターあすなろ学園に付置されているため、医療、保健、教育、福祉の人材と連携が可能である。なお、あすなろ学園は外来診療、入院治療、デイケア、外来療育などをおこなっており、地域の小・中の分校が設置されている、といった発達障害をはじめとした子どもの総合的な医療機関であり、専門職として、児童精神科医、心理士、作業療法士、保育士、看護師、指導員、福祉専門職がチームで取り組みをしている。



	3.　若者自立支援に関する取組内容、今後取り組める可能性のあること

	· 先ず、本人や家族、関係者（中・高・大学、行政機関、NPO等支援機関）から相談が入ると面談で経過や状況を把握する。

· 必要な支援を組み立てる（医療受診、福祉サービスの利用）が、何らかの形で家族以外との接触がない状態（ひきこもり、ニート）が多いのでとりあえず当面の生活の組み立てが必要となるケースが多い。

· この時の利用先がない。目的を持って外出でき、社会スキルの獲得ができ、職業訓練ができる所、本人が楽しめる仲間がいる所が必要

· 平行して本人の障がいについての診断や家族が障害認識をするための関係作りをする。

· 就労にむかう準備ができた段階で具体的な就労準備となる。発達障がいの人の場合、研修や練習、訓練では就労に結びつきにくい。実際の就労の場で一部就労の研修期間として経験することが大事であるが理解得られる企業が極めて少ない。

· 一方で、就労にむかうのではなく時間をかけた生活支援の継続が必要な人もいる。また、医療を中心とした支援を組み立てなければならない時期の人もある

· 作業所等や地域の生活支援センターと連携した支援継続に時間をかけるケースもある。

· 一定の日数就労できる状態になると福祉的就労から一般就労（福祉枠も含めて）の支援になると判断している。

· 就労の形態としては多様なのが必要であるため企業へ就労という形より、企業や団体が仕事をアウトソウシングしそれを受ける団体（グループ）が育つことが大事であると考える

· そのため団体のリーダーとなる人（指導者・支援者）の育成が必要不可欠である。経済的バックアップが必要なため、行政と企業やNPOなどの民間団体との連携が必要となる

· 中でも、発達障がいを抱えた若者の就労支援については、横断的な支援だけではうまくいかない。どこかの機関が軸となって継時的に支援をしながら横断的に支援団体と連携して支援を組み立てる必要がある。発達障害者支援センターがその軸の役割を担わなければならないのだろう。




	4.　他の団体にも参考となるような事例（うまく対応できたこと・対応が難しかったこと）

※　個人情報の保護に十分留意してください。

	平成１５年度に支援センターの事業が始まってから、発達障害がい考えられて、就労支援となった１７人を以下の３つのグループに分けて、各機関や協働の特徴を口頭報告します。

１グループ

幼少期、学齢期の早い時期に医療や福祉などに相談があったケースで、学齢期（小学校～高校・大学）には大きな問題とならなかったが、就労という社会参加において再度支援が必要となった若者グループ

２グループ

　学齢期から、医療や福祉支援を継続してきた若者グループ

３グループ

　高校、大学卒業するまで全く支援を受けないできた若者が、就労となって、対人関係等で失敗して離職し就職活動をするがうまくいかない若者、または、学校は卒業したが働けない若者グループ



	5.　団体のこれまでの成果と今後の課題

	（1）これまでの成果

　当支援センターの事業目的は「発達障害児・者の総合的支援」です。何らかの発達障がいを抱えた人は、成人になっても支援を受けられる体制が必要だが、これまでの専門機関は児童精神科での特別対応で支援や診断を継続してきた程度であった。発達障害者支援法が成立して支援センター事業が実施されたことで成人期の発達障がいの人の支援が充実してきている。

（2）今後の課題

　現在、三重県は３箇所で発達障害者支援事業を実施しているが、自治体ごとに支援できる体制が必要

生まれた地域で必用な支援を受けながら持てる力を活かして生活できる社会を作っていくこと



	6.　その他

	三重県が先駆的に若者就労支援の具体的なシステムを作っていきたい。そのためには幼少期からの途切れのない支援が地域（市町）で必要と考える。














1

